
「明細書発行の一部義務化の実施状況調査」  

〔省令〕  

「保険医療機関及び保険医療養組当規則及び保険兼局及び保険薬剤師療養担当規則の一部を  

改正する省令 平成20年度厚生労働省令第28号J   

弟5粂の2   

2 厚生労働大臣の定める保険医療機関は、前項の場合において患者から求められたとき  

は、当弦費用の計算の基礎となった項目ごとに記載した明細番を交付しなければならな  

い。  

〔告示〕  

「療担規則及び粟担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等の一都を  

改正する仲 平成20年度厚生労働省告示第97号」   

第1の2 痍担規則第5粂の2第2項及び療担基準第5粂の2第2項に規定する明細書を  

交付しなければならない保険医療機関  

療養の給付及び公費負撞医療に関する費用の請求に関する省令（昭和51年厚  

生省令第36号）附則第4粂第1項の表各号に規定する保険医虎視関（平成21  

年4月1日以降においては、同表第1号に規定する保険医廃城関を除く。）のい  

ずれにも抜当しない保険医療機関  

〔局長通知〕  

「r医療費の内容の分かる蘭収事の交付について」の一部改正について 保医発弟0305002  

号」   

3 電子情報処理組織を使用して療養の給付費等の糟求を行うこととされた保険医凍機関  

については、明細書を即時に発行できる基盤が整っていると考えられることから、患者か  

ら求められたときは、明細書を交付しなければならない旨義務付けることとした、ものであ  

ること。   

4 明細書については、療養の給付に係る一部負担金等の費用の算定の基礎となった項目  

ごとに明細が帯織されているものとし、具体的には、個別の診療報酬点数の算定項目（投  

薬等に係る薬剤又は保険医廃材料の名称を含む。以下同じ。）が分かるものであること，  

なお、明細脊の様式は別紙様式5を標準とするものであるが、このほか、診療報酬明細  

音の様式を活用し、明細番としての発行年月日等わ必要な情報を付した上で発行した場  

合にも、明細書が発行されたものとして取り扱うものとすること 

さらに、明細書の発行が義務触ナられた保険医痍機関において、無償で発行する領収  

書に個別の診療報酬点数の算定項目が分かる明細が記赦されている場合には、明細吾が   

発行されたものとして取り扱うこととし、当該保険医療機関において患者から明細書発  

行の求めがあった場合にも、別に明細書を発行する必要はないこと。   
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5 3に規定する保険医凍機関以外の保険医疾機関、保険薬局及び指定肋間看護事業者に  

おいては、患者から求められたときは、明細書の発行に努めること。   

6 明細書の発行の際の費用については、現時点では保険医療機関こ保険薬局及び指定訪   

問者護事業者と息者との間の関係にゆだねられているものと解することができるが，仮  

に費用を徴収する張合にあっても、実封相当とするなど、社会的に妥当適切な範囲とす  

ることが適当であり、実質的に明細書の入手の妨げとなるような高額の料金を設定して  

はならないものであること。  

〔局長通知〕  

「「懐担規則及び薬担規則並びに療担革準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項軌及び  

「保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品軌の実施上の留意事項について」  

等の一都改正について 保医発第0328001号」   

第2明細審を交付しなければならない保険医鱒機関（掲示事項儀示第1の2関係）  

1息着から求められた場合に、個別の珍凍報酬点数の算定項目（投薬等に係る薬剤又  

は碑定保険医凍材料の名称を含む。）か分かる明細書を発行しなければならない医療  

機関として、許可病床数が400床以上の保険医疾機関のうち、レセプトヲンピュータ  

を使用しているものであって、光ディスク等を用いた汁求を行っているもの又はレセ  

プト文字データ変換ソフトを使用することによって光ディ・スク等を用いた汁求を行  

うことができるものを定めたも？であること。  

これは、電子情報処理組掛を使用して療養の給付費等の緒求を行うこと（レセプト  

オンライン化）とされた保険医療機β引こついては、明細書を即時に発行できる基盤が  

整っていると考え◆られることによるものであり、レセプトオンライン化の進捗状況を  

踏まえ、平成21年4月1日以降においては、療養の給付及び公費負由医療に関する  

費用の請求に関する省令（昭和51年厚生省令弟36号）附則第4粂の表第1号に規定す  

る保険医虎枚附こ？いても、患者から求められた場合には明細書を発行しタければな  

らないものとしたこと。  

2 明細書の発行に当たっては、「医療費の内容の分かる領収証及び個別の診療報酬の  

算定項目の分かる明細著の交付についてJ（平成18年3月6日保発弟0306005号保険  

局長通知）によるものであること。  

「歯科外来診療環境体制加算の実施状況調査」   

〔告示〕  

「診療朝潮の算定方鈷 平成20年厚生労働省告示弟59号 別表第2J   

AO O O 初診料  

1歯科初診料  182点  

2：地域歯科診療■支援病院歯科初診料  270点  

注10 別に厚生労働大臣が定める施設基宣勘こ適合しているものとして地方厚生  

局長等に届け出た保険医療機関において、歯科外来診療の総合的な歯科医  

療環境の体制整備に係る取組を行った場合には、歯科外来診療環腐体制加  

算として、初診時1回に限り所定点数に30点を加算する。  

「基本形廟料の施牧基準琴 平成20年厚生労馳省告示第62号」   

第3 初1再診料の施設基準等  

5 歯科外来診療環境体制加井の施設基準  

（1）歯科外来診療におけ声医療安全対策に係る研修を受けた常勤の歯科医師が1名  

以上配置されていること。  

（2）歯科衛生士が1名以上配置されていること。  

（3）緊急時の対応を行うにつき必要な体制が整備されていること。  

（4）－医療安全対策につき＋分な体制が盤備されていること。  

（5）歯科診療に係る医療安全対策に係る院内掲示を行っていること。   

〔課長通知ユ  

「基本診頂料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発弟   

0305002号J   

痢添1  

弟4■歯科外来診療環境体制加算 

1歯科外来診療環虜体制加算に関する施設基準  

（1）偶発症に対する東急時の対応、医療事故、感染症対策等の医療安全対策に係る  

研修を修了した常勤の歯科医師が1名以上配置されていること。  

（2）歯科衛生士が1名以上配せされていること。  

（3）息者にとって安心で安全な歯科医療環境わ捷供を行うにつき次の十分な装  

置・器具等を有していること。  

ア 自動体外式除細動器（AED）  

イ 経皮的酸素飽和度測定器（パルスオキシメーター）  

り 酸素（人工呼吸・酸素吸入用のもの）  

エ 血圧育十  

オ 救急腐生セット（薬剤を含む。）  

3   

1  



’、   

カ 歯科用吸引装置  

（4）診療における偶発症等緊急時に円滑な対応ができるよう、別の保険医痍機関と   

の事前の連携体制が確保されていること。  

（5）口腔内で使用する歯科医療機器等について、患者ごとの交換や、専用の槻器を   

用いた洗浄・滅菌処理を徹底する等十分な感染症対策を吉祥じていること。  

（6）感染症患者に対する歯科診療について、ユニットの確保等を含めた診流体制を   
常時確保していること。  

（7）歯科用吸引装置等により、歯科ユニット毎に歯牙の切削や義歯の調整、歯の被   

せ物の調整時等に飛散する細かな物質を吸収できる環境を確保していること。  
（8）当該保険医療機関の見やすい場所に、緊急時における連携保険医蹟機関との連   

携方法やその対応及び当眩医療機関で取り組んでいる院内感染防止対策等、歯科   

診療に係る医療安全管理対策を実施している旨の院内掲示を行っていること。  


